
10広報たかはし７月　vol.7011 広報たかはし７月　vol.70

を
送
付
し
ま
す
の
で
、
８
月
以
降
に

医
療
機
関
等
で
受
診
す
る
際
に
は
、

必
ず
新
し
い
も
の
を
窓
口
に
提
示
し

て
く
だ
さ
い
。

※
新
し
い
被
保
険
者
証
は
「
紫
色
」

で
す
。

　

医
療
機
関
等
の
窓
口
で
支
払
う
一

保
険
料
の
「
均
等
割
額
」
が
９
割
軽

減
さ
れ
、「
所
得
割
額
」
は
か
か
り

ま
せ
ん
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

は
、
毎
年
８
月
で
更
新
さ
れ
ま
す
。

現
在
お
持
ち
の
被
保
険
者
証
の
有
効

期
限
は
７
月
31
日
㈯
で
す
。

７
月
中
旬
に
新
し
い
被
保
険
者
証

　

今
年
度
の
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
額
が
決
定
し
ま
し
た
。
７
月
中
旬

に
「
賦
課
決
定
通
知
・
納
入
通
知
」

を
送
付
し
ま
す
。

　

ま
た
、
保
険
料
を
納
付
書
で
納
め

て
い
た
だ
く
人
に
は
、
併
せ
て
納
付

書
を
送
付
し
ま
す
。

○
保
険
料
の
口
座
振
替

　

保
険
料
の
納
付
に
は
、
便
利
な
口

座
振
替
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

口
座
振
替
は
、
市
指
定
金
融
機
関

等
に
備
え
て
あ
る
「
市
税
等
口
座
振

替
依
頼
書
」で
手
続
き
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
金
融
機
関
の
受
付
日
か
ら
手

続
き
終
了
ま
で
に
、
１
カ
月
程
度
か

か
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
保
険
料
の
年
金
か
ら
の
天

表①　均等割額の軽減基準
軽減割合 世帯主とその世帯の被保険者の総所得金額等の合計金額

9割軽減 基礎控除額（33万円）を超えない世帯で、被保険者全員が年金収入80万円以下の
世帯（そのほかの所得がない場合）

8.5割軽減 基礎控除額（33万円）を超えない世帯

5割軽減 基礎控除額（33万円）＋〔24万5,000円×世帯の被保険者数（被保険者である世
帯主を除く）〕以下の世帯

2割軽減 基礎控除額（33万円）＋（35万円×世帯の被保険者数）以下の世帯

※軽減の判定は、賦課期日（平成22年４月１日）現在で行われます。
表②　一部負担金の割合

区　分 判　定　基　準 一部負担金の割合

現役並み所得者 住民税の課税所得額（各種控除後）が145万円以上ある人や、そ
の被保険者と同じ世帯にいる被保険者 3　割（注1）

一　　　般 現役並み所得者、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰ以外の人

1　割低所得者Ⅱ 世帯全員が住民税非課税の人（低所得者Ⅰ以外の人）

低所得者Ⅰ 世帯全員が住民税非課税で、全員の所得が必要経費と控除額（年金所
得は80万円）を差し引いたとき０円となる人。老齢福祉年金受給者

（注1）現役並み所得者のうち、次に該当する被保険者は、申請により一部負担金が「1割」負担になります。
　　・被保険者の収入合計額が2人以上で520万円未満、1人の場合383万円未満の人
　　・�世帯にほかの被保険者がおらず、世帯内の70歳以上75歳未満の人も含めた収入合計額が520

万円未満の人

得
か
ら
33
万
円
を
差
し
引
い
た
も

の
）」
が
58
万
円
以
下
の
人
は
、
所

得
割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　国勢調査は、日本に住んでいるすべての人と世帯
が対象となります。
　今回は、わが国が本格的な人口減少社会となって
実施する最初の国勢調査で、日本の未来を考えるた
めに必要な最新の人口・世帯の実態を明らかにする
重要な調査です。
　調査結果は、さまざまな法令で使われるほか、社
会福祉、雇用対策、生活環境の整備など、私たちの
暮らしのために役立てられます。
　皆さんのご理解とご協力をお願いします。
�

■問い合わせ　企画課企画係（☎�０２０８）

10月1日、
全国一斉に国勢調査
を実施します

後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
額
の
決
定
と

 

被
保
険
者
証
の
更
新

引
き
（
特
別
徴
収
）
を
、
口
座
振
替

に
変
更
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。
希

望
さ
れ
る
場
合
は
、
市
役
所
保
険

課
、
各
地
域
局
、
各
地
域
市
民
セ
ン

タ
ー
の
窓
口
に
申
出
書
を
提
出
し
て

か
ら
、
各
金
融
機
関
で
口
座
振
替
の

手
続
き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

今
年
度
は
、
次
の
と
お
り
保
険
料

の
軽
減
措
置
を
行
い
ま
す
。

▽
均
等
割
額
の
軽
減
基
準

　

所
得
の
低
い
人
は
、
世
帯
の
所
得

水
準
に
応
じ
て
、
保
険
料
の
「
均
等

割
額
」
が
軽
減
さ
れ
ま
す
（
表
①
）。

▽
所
得
割
額
の
軽
減
基
準

　
「
賦
課
決
定
通
知
書
」
の
「
賦
課

の
も
と
と
な
る
所
得
金
額
（
合
計
所

保
険
料
額
の
決
定

保
険
料
の
軽
減
措
置

○
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
人
に

　
対
す
る
特
例

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険

者
と
な
っ
た
日
の
前
日
に
、
健
康
保

険
組
合
や
共
済
組
合
な
ど
（
国
民
健

康
保
険
や
国
民
健
康
保
険
組
合
は
除

く
）
の
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
人
は
、

被
保
険
者
証
の
更
新

一
部
負
担
金
の
割
合
の

見
直
し

部
負
担
金
の
割
合
は
、
所
得
区
分

に
応
じ
て
決
ま
り
ま
す（
表
②
）。

所
得
区
分
は
毎
年
、
前
年
の
所

得
に
よ
っ
て
判
定
を
行
い
見
直
し

す
る
た
め
、
新
し
い
被
保
険
者
証

で
は
、
割
合
が
変
更
さ
れ
て
い
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

保
険
課
健
康
保

険
係
（
☎
�
０
２
５
８
）、
県
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
（
☎

０
８
６

－

２
４
５

－

０
０
９
０
）

子育て世帯向け市営住宅を建設中
� ＪＲ木野山駅前に2戸
　市は、若者の定住を促進するため、現在、ＪＲ木野
山駅前（津川町今津）に子育て世帯向け市営住宅２戸
を建設しています。
　この住宅は、木造２階３ＬＤＫ一戸建て、延床面積
85.8㎡。オール電化システムや太陽光発電、駐車場２
区画を備え、外壁と屋根には耐久性に優れたガルバリ
ウム鋼板を採用しています。
　なお、この住宅の整備には、８月６日発行の「元気 !!
高梁まちづくり債」を資金として活用します（16㌻に
関連記事）。入居者募集等の詳細は、広報８月号に掲
載する予定です。
�

■問い合わせ　都市整備課住宅係（☎�０２３７）

【お詫びと訂正】6月号11ページに誤りがありました。お詫びして訂正します。
　　　　　　　 表①一般会計・歳出「土木費」の支出済額欄
　　　　　　　　　( 誤 )190億1,005万円 → ( 正 )19億1,005万円


